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議案第   号 

令和５年度成田市下水道事業会計予算 

 

(総  則) 

  第１条 令和５年度成田市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

(業務の予定量) 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１） 処 理 区 域 内 人 口  １０１，１００ 人 

 （２） 年 間 有 収 水 量  １０，２７７，１００ ｍ3 

 （３） 一 日 平 均 有 収 水 量  ２８，０８０ ｍ3 

 （４） 主 要 な 建 設 改 良 事 業   

   管 渠 整 備 事 業 ８１４，２０３ 千円 

   ポ ン プ 場 整 備 事 業 ２０８，４８７ 千円 

 

(収益的収入及び支出) 

  第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

                          収                    入         

 第１款 下 水 道 事 業 収 益  ３，６０６，８６０ 千円 

  第１項 営 業 収 益 １，４８２，６８３ 千円 

  第２項 営 業 外 収 益 ２，１２４，１７７ 千円 

                           支                    出                  

 第１款 下 水 道 事 業 費 用  ３，５６２，３７７ 千円 

  第１項 営 業 費 用 ３，４９１，１７１ 千円 

  第２項 営 業 外 費 用 ６７，２０６ 千円 

  第３項 予 備 費 ４，０００ 千円 
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(資本的収入及び支出)  

  第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

４１９，７９６千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額９５，１０６千円及び当年度分損益勘定留保資金   

３２４，６９０千円で補てんするものとする。)。 

 

                          収                    入   

 第１款 資 本 的 収 入  １，１３２，５４６ 千円 

  第１項 企 業 債 ９１２，５００ 千円 

  第２項 出 資 金 ８０，０００ 千円 

  第３項 補 助 金 １３７，９９４ 千円 

  第４項 工 事 負 担 金 ２，０５２ 千円 

                           支                    出                  

 第１款 資 本 的 支 出  １，５５２，３４２ 千円 

  第１項 建 設 改 良 費 １，１７０，９３０ 千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金 ３８０，４１２ 千円 

  第３項 予 備 費 １，０００ 千円 
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(債務負担行為) 

  第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事  項 期  間 限 度 額 

経営戦略改定業務委託料 令和５年度から令和６年度まで ５，８８５千円 

県営水道給水区域下水道使用料徴収事務電算シ

ステム負担金 
令和５年度から令和９年度まで ６，４３３千円 

下水道ポンプ場施設改築工事委託（ストックマ

ネジメント）本城中継ポンプ場 
令和５年度から令和６年度まで １８６，９０６千円 

土屋調整池電気設備更新工事 令和５年度から令和６年度まで ５，６３０千円 

根木名川中継ポンプ場監視装置更新工事 令和５年度から令和６年度まで ９０，７５０千円 
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(企  業  債) 

  第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利         率 償   還   の   方   法 

成田市下水道事業 912,500千円 

普 通 貸 借 

又 は 

証 券 発 行 

5.0％以内(ただし､利率見直し方

式で借り入れる政府資金及び地方

公共団体金融機構資金について､

利率の見直しを行った後において

は､当該見直し後の利率) 

借入先の融通条件による｡ただし、

企業財政その他の都合により繰上

償還又は低利債に借り換えするこ

とができる｡ 

 

 

(一時借入金) 

  第７条 一時借入金の限度額は、６００，０００千円と定める。 

 

 

(予定支出の各項の経費の金額の流用) 

  第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）  営業費用と営業外費用の間の流用 

 

 

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費) 

  第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費 

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 （１）  職 員 給 与 費 １０３，８６１ 千円 
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(他会計からの補助金) 

  第１０条 下水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１８８，６１０千円である。 

 

 

 

        令和５年２月１０日提出 

 

                                                                       成田市長  小 泉 一 成 
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(収  入)

予 定 額  (千円) 備          考

1 下水道事業収益 3,606,860 

1 営業収益 1,482,683 

1 下水道使用料 1,300,621 

2 負担金 181,482 

3 その他営業収益 580 

2 営業外収益 2,124,177 

1 他会計負担金 188,610 

2 長期前受金戻入 1,924,182 

3 消費税及び地方消 10,000 

費税還付金

4 雑収益 1,385 

款

令和５年度成田市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

項 目
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(支  出)

予 定 額  (千円) 備          考

1 下水道事業費用 3,562,377 

1 営業費用 3,491,171 

1 管渠費 78,018 

2 ポンプ場費 194,739 

3 総係費 184,856 

4 流域下水道事業維持管 739,063 

理費

5 減価償却費 2,292,960 

6 資産減耗費 1,535 

2 営業外費用 67,206 

1 支払利息及び企業債 66,706 

取扱諸費

2 雑支出 500 

3 予備費 4,000 

1 予備費 4,000 

款 項 目
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(収  入)

予 定 額  (千円) 備          考

1 資本的収入 1,132,546 

1 企業債 912,500 

1 企業債 912,500 

2 出資金 80,000 

1 出資金 80,000

3 補助金 137,994 

1 国庫補助金 137,994 

4 工事負担金 2,052 

1 受益者負担金 2,052 

款 項 目

資本的収入及び支出
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(支  出)

予 定 額  (千円) 備          考

1 資本的支出 1,552,342 

1 建設改良費 1,170,930 

1 管渠費 814,203 

2 ポンプ場費 208,487 

3 流域下水道事業建 44,889 

設費負担金

4 事務費 28,371 

5 固定資産購入費 74,980 

2 企業債償還金 380,412 

1 企業債償還金 380,412 

3 予備費 1,000 

1 予備費 1,000 

目項款
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給    与    費    明    細    書
１．総    括

5,484 1,740 1,292 

19,229 30 

30 5,292 744 2 16,127 

(単位 千円)

手      当 手    当

合　計法定福利費

比  較 △ 354 189 △ 564 7 0 △ 785 0 3,102 0 

前年度 1,332 

手      当 手    当

1,176 1,299 2 4,507 744 

手    当 手    当 手    当 手    当 手    当

978 5,673 

時間外勤務 管 理 職 期末・勤勉 休日勤務

(単位 千円)

手当の

内  訳

区  分
扶    養 地　　域 住    居 通    勤 特殊勤務

本年度

比　　　較 0 0 1,813 

11前　年　度 0 0 40,093 

0

33,638 75,544 28,317 103,861 

1,595 3,408 465 3,873 

32,043 72,136 27,852 99,988 

本　年　度 0 11 0 41,906 

区      　分
職 員 数（人） 給      与      費

計特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
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２．給料及び手当の増減額の明細

給  料 1,813 1.給与改定に伴う 86

  増減分

2.昇給に伴う増加分 698

3.その他の増減分 1,029  職員数の異動状況

 本年度 11 人 0 人 11 人

 前年度 10 人 1 人 11 人

 増  減 1 人 △ 1 人 0 人

手  当 1.制度改正に伴う 413  期末・勤勉手当 413

  増減分

2.その他の増減分 1,182  扶養手当 △ 354

 地域手当 189

 住居手当 △ 564

 通勤手当 7

 時間外勤務手当 △ 785

 期末・勤勉手当 2,689

（千円）

給与改定の状況

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳
区分

（千円）
説         明 備            考

前年度　給料の改定率　0.36%

　　　　給与改定の実施時期　令和4年4月

 平均昇給率 1.69%

(現に在職する職員数)   (その他)     (計)

1,595  年間支給率　4.30月分　→　4.40月分



-13-

３．給料及び手当の状況

 (１)職員１人当たり給与

一般行政職

306,882  円

411,569  円

39 歳  3 月

311,100  円

410,124  円

40 歳  0 月

 (２)初  任  給

158,900 円 173,100  円

191,700 円 (18歳運転手の場合)

高  校  卒

大  学  卒

技 能 労 務 職

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

一 般 行 政 職

令 和 4 年 1 月 1 日
現 在

区        分

区                          分

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平   均   年   齢

平   均   年   齢

令 和 5 年 1 月 1 日
現 在
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 (３)級別職員数

級 級

（級別の基準となる職務）

7    級

課長補佐主    事

3    級

主任主事

4    級

構成比（％）
区       分

4 36.3

11

一   般   行　政　職

職員数（人） 構成比（％）

100.0

9    級

部    長

区       分

6

副 主 査

9

2

4

0.0 2

3

9.1

区    分

一般行政職

2    級

令和5年1月1日

現 在

一   般   行　政　職

職員数（人）

7

3

7

5

18.2

20.0

20.0

18.2

2

1

2

2

0

10

0

0.0

2

18.2

35

8

9

6

令和4年1月1日

現 在

0

2

0

計

0.0

2

0

係　　長

 6    級 

主    査

5    級

0.0

課　　長

8    級

10.0

0.0

20.0

30.0

100.0

8

計

4

0

1

0.0
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 (４)昇給

職     員     数        (Ａ) 11 人

昇給に係る職員数    (Ｂ) 10 人

4号給 3 人

6号給 7 人

比           率      (Ｂ)／(Ａ) 90.9 ％

職     員     数        (Ａ) 11 人

昇給に係る職員数    (Ｂ) 9 人

4号給 9 人

比           率      (Ｂ)／(Ａ) 81.8 ％

 (５)特殊勤務手当

0.01 ％

0.0 ％

支給対象職員１人当たり平均支給月額 0 円

代表的な特殊勤務手当の名称

一 般 行 政 職区              分

号 給 数 内 訳

高 所 等 作 業 手 当

本
 
年
 
度

一 般 行 政 職

前
 
年
 
度

給料総額に対する比率

区          分

支給対象職員の比率（令和5年1月1日現在）

　 号 給 数 内 訳
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 (６)期末手当・勤勉手当

6月 12月

（1.150 月分） （1.150 月分） （2.30 月分）

  2.200 月分   2.200 月分    4.40 月分

（1.125 月分） （1.125 月分） （2.25 月分）

  2.150 月分   2.150 月分    4.30 月分

（1.150 月分） （1.150 月分） （2.30 月分）

  2.200 月分   2.200 月分    4.40 月分

　※　支給期別支給率及び支給率計の（　　）内は、再任用職員に係る支給率である。

 (７)定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区     分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 備      考

一般会計の制度

(支給率等)

 (８)その他の手当

区     分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

47.709 月分

支給率計

47.709 月分

同         じ

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同         じ

24.586875 月分 33.27075 月分 47.709 月分

同         じ

同         じ

職制上の段階、職務の

47.709 月分

備        考

2％～20％  加算

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置

定年前早期退職特例措置

2％～20％  加算

級等による加算措置

有

有

有

支 給 率 等 24.586875 月分

区     分

本  年  度

前  年  度

一般会計の制度

支 給 期 別 支 給 率

33.27075 月分
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県営水道給水区域下水道使用
料徴収事務電算システム負担
金

0 0 6,4336,433 － －
令和5年度から
令和9年度まで

6,433

令和5年度 192,500 0 0 192,500根木名川雨水７号支線築造工
事（寺台）

192,500 令和4年度 －

0 2,783令和4年度 － 令和5年度 2,783 0

下水道使用料等徴収事務委託
料

0 0 69,003

令和5年度から
令和7年度まで

250,121 0
消費税を加えた額の範囲内

下水道施設維持管理委託料 69,003 令和4年度

千円

企業債 その他

千円

左 の 財 源 内 訳

令和元年度から
令和4年度まで

229,668

予 定 額

千円

0

前年度末までの

458,910

当 該 年 度 以 降 の

支 払 義 務 発 生

金　額 期　間 金　額期　間

（ 見 込 ） 額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

250,121

千円

消費税を加えた額の範囲内

事　　　　項 限　度　額

支 払 義 務 発 生

千円

損益勘定
留保資金

－　　　

－

千円

消費税を加えた額の範囲内

令和5年度から
令和9年度まで

公営企業会計システム借上料 9,986 令和4年度 9,986

69,003

9,986 0 0

経営戦略改定業務委託料 5,885 －

令和5年度－

江川４号支線舗装復旧工事
（飯仲）

2,783

令和5年度から
令和6年度まで

5,885 0 0 5,885



-18-

126,000
下水道ポンプ場施設改築工事
委託（ストックマネジメン
ト）本城中継ポンプ場

186,906 － －　　　
令和5年度から
令和6年度まで

186,906

5,600

千円

50

損益勘定
留保資金

当 該 年 度 以 降 の

千円

0 60,906

土屋調整池電気設備更新工事 5,630 － －　　　
令和5年度から
令和6年度まで

－　　　

0 30

90,70090,750

5,630

限　度　額

根木名川中継ポンプ場監視装
置更新工事

90,750

千円

支 払 義 務 発 生 支 払 義 務 発 生

0

千円千円

企業債金　額 期　間 金　額

（ 見 込 ） 額 予 定 額

期　間

令和5年度から
令和6年度まで

千円

その他

事　　　　項

左の財源内訳

－

前年度末までの
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（
単
位
　
千
円
）

１
 
固
定
資
産

（
１
）
有
形
固
定
資
産

 
イ
 
 
土
地

1
,
8
0
1
,
5
4
1

 
ロ
 
 
建
物

4
1
5
,
8
1
6

 
　
　
減
価
償
却
累
計
額
　
 
 

△
7
9
,
4
4
0

3
3
6
,
3
7
6

 
ハ
 
 
構
築
物

6
0
,
6
2
1
,
5
7
3

 
　
　
減
価
償
却
累
計
額
　
 
 　

△
1
0
,
2
7
2
,
8
2
3

5
0
,
3
4
8
,
7
5
0

 
ニ
 
 
機
械
及
び
装
置

1
,
5
8
5
,
6
2
3

 
　
　
減
価
償
却
累
計
額
　
 
 　

△
4
7
9
,
3
9
0

1
,
1
0
6
,
2
3
3

 
ホ
 
 
工
具
、
器
具
及
び
備
品

6
6
1

 
　
　
減
価
償
却
累
計
額
　
 
 　

△
2
2
3

4
3
8

 
ヘ
 
 
建
設
仮
勘
定

3
1
3
,
3
9
7

有
形
固
定
資
産
合
計

5
3
,
9
0
6
,
7
3
5

（
２
）
無
形
固
定
資
産

 
イ
 
 
施
設
利
用
権

1
,
6
1
3
,
0
2
3

無
形
固
定
資
産
合
計

1
,
6
1
3
,
0
2
3

（
３
）
投
資
そ
の
他
の
資
産

 
イ
 
 
そ
の
他
投
資

7
,
0
0
0

投
資
そ
の
他
の
資
産
合
計

7
,
0
0
0

固
定
資
産
合
計

5
5
,
5
2
6
,
7
5
8

２
 
流
動
資
産

（
１
）
現
金
預
金

2
8
9
,
0
6
9

（
２
）
未
収
金

1
6
1
,
9
5
7

貸
倒
引
当
金

△
4
,
0
0
0

1
5
7
,
9
5
7

流
動
資
産
合
計

4
4
7
,
0
2
6

資
産
合
計

5
5
,
9
7
3
,
7
8
4

令
和
５
年
度
 
 
成
田
市
下
水
道
事
業
予
定
貸
借
対
照
表

 
(
令
和
６
年
３
月
３
１
日
)

資
 
 
産
 
 
の
 
 
部
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（
単
位
　
千
円
）

３
 
固
定
負
債

（
１
）
企
業
債

 
イ
 
 
建
設
改
良
費
等
の
財
源
に

5
,
1
0
2
,
8
5
2

 
 
 
 
 
充
て
る
た
め
の
企
業
債

 
ロ
 
 
そ
の
他
の
企
業
債

3
5
,
6
8
4

企
業
債
合
計

5
,
1
3
8
,
5
3
6

固
定
負
債
合
計

5
,
1
3
8
,
5
3
6

４
 
流
動
負
債

（
１
）
企
業
債

 
イ
 
 
建
設
改
良
費
等
の
財
源
に

3
6
7
,
7
6
7

 
 
 
　
充
て
る
た
め
の
企
業
債

 
ロ
 
 
そ
の
他
の
企
業
債

5
,
9
3
8

企
業
債
合
計

3
7
3
,
7
0
5

（
２
）
未
払
金

2
2
4
,
7
7
8

（
３
）
引
当
金

 
イ
 
 
賞
与
引
当
金

5
,
3
6
7

引
当
金
合
計

5
,
3
6
7

（
４
）
そ
の
他
流
動
負
債

4
1
0

流
動
負
債
合
計

6
0
4
,
2
6
0

５
 
繰
延
収
益

長
期
前
受
金

5
3
,
4
3
8
,
2
6
5

長
期
前
受
金
収
益
化
累
計
額

△
9
,
6
4
9
,
0
9
9

繰
延
収
益
合
計

4
3
,
7
8
9
,
1
6
6

負
債
合
計

4
9
,
5
3
1
,
9
6
2

６
 
資
本
金

4
,
8
7
5
,
4
9
9

７
 
剰
余
金

（
１
）
資
本
剰
余
金

 
イ
 
 
国
庫
補
助
金

1
9
1
,
8
8
9

 
ロ
 
 
県
補
助
金

3
,
9
7
0

 
ハ
 
 
受
益
者
負
担
金

5
3
,
2
5
8

 
ニ
 
 
受
贈
財
産
評
価
額

1
6
9
,
1
7
6

 
ホ
 
 
そ
の
他
資
本
剰
余
金

1
,
1
2
3
,
4
2
4

資
本
剰
余
金
合
計

1
,
5
4
1
,
7
1
7

（
２
）
利
益
剰
余
金

 
イ
 
 
当
年
度
未
処
分
利
益
剰
余
金

2
4
,
6
0
6

利
益
剰
余
金
合
計

2
4
,
6
0
6

剰
余
金
合
計

1
,
5
6
6
,
3
2
3

資
本
合
計

6
,
4
4
1
,
8
2
2

負
債
・
資
本
合
計

5
5
,
9
7
3
,
7
8
4

負
 
 
債
 
 
の
 
 
部

資
 
 
本
 
 
の
 
 
部
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注
記

 

Ⅰ
．

重
要

な
会

計
方

針
 

1
 

固
定

資
産

の
減

価
償

却
の

方
法

 

（
1
）

有
形

固
定

資
産

（
リ

ー
ス

資
産

を
除

く
。
）

 

・
減

価
償

却
の

方
法

 
 

 
 
定

額
法

に
よ

る
。

 

・
主

な
耐

用
年

数
 

建
物

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
8
 
～

 
50

年
 

構
築

物
 

 
 

 
 

 
 

 
1
0
 
～

 
50

年
 

機
械

及
び

装
置

 
 

 
 

 
 
6
 
～

 
30

年
 

車
両

運
搬

具
 

 
 

 
 

 
 
4
 
～

 
 5

年
 

工
具

、
器

具
及

び
備

品
 

 
 
5
 
～

 
 
8
年
 

（
2
）

無
形

固
定

資
産

（
リ

ー
ス

資
産

を
除

く
。
）

 

・
減

価
償

却
の

方
法

 
 

 
 
定

額
法

に
よ

る
。

 

・
主

な
耐

用
年

数
 

施
設

利
用

権
 

 
 

 
 

 
 

 
 

4
5
年

 

（
3
）

リ
ー

ス
資

産
 

・
所

有
権

移
転

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ

ー
ス

取
引

に
係

る
リ

ー
ス

資
産

 

自
己

所
有

の
固

定
資

産
に

適
用

す
る

減
価

償
却
方

法
と
同
一

の
方

法
に

よ
る

。
 

・
所

有
権

移
転

外
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・

リ
ー

ス
取

引
に

係
る

リ
ー

ス
資

産
 

通
常

の
賃

貸
借

取
引

に
係

る
方

法
に

準
じ

た
会
計

処
理
に
よ

る
。

 

2
 

引
当

金
の

計
上

方
法

 

（
1
）

退
職

給
付

引
当

金
 

本
市

は
、
退

職
手

当
組

合
に

加
入

し
て

お
り

、
一
般

会
計

と
の

取
り

決
め
に

よ
り

、
追

加

的
負

担
は

全
額

一
般

会
計

に
お

い
て

措
置

す
る

こ
と

と
な

っ
て

い
る

た
め

、
退

職
給

付
引

当
金

は
計

上
し

て
い

な
い

。
 

（
2
）

賞
与

引
当

金
 

職
員

の
期

末
・

勤
勉

手
当

の
支

給
及

び
こ

れ
に

係
る

法
定

福
利

費
の

支
出

に
備

え
る

た

め
、
当

年
度

末
に

お
け

る
支

給
（

支
払

）
見

込
額

に
基
づ
き

、
当

年
度

の
負

担
に

属
す
る

額

を
計

上
し

て
い

る
。

 

（
3
）

貸
倒

引
当

金
 

債
権

の
不

納
欠

損
に

よ
る

損
失

に
備

え
る

た
め

、
実

績
率

等
に

よ
る

回
収

不
能

見
込

額

を
計

上
し

て
い

る
。

 

3
 

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

の
会

計
処

理
 

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

の
会

計
処

理
は

税
抜

方
式

に
よ
っ

て
い

る
。

 

 Ⅱ
．

予
定

貸
借

対
照

表
関

連
 

企
業

債
の

償
還

に
係

る
他

会
計

の
負

担
 

予
定

貸
借

対
照

表
に

計
上

さ
れ

て
い

る
企

業
債

（
1
年
内

に
償

還
予

定
の
も

の
も

含
む

。）
 

の
う

ち
、

一
般

会
計

が
負

担
す

る
と

見
込

ま
れ

る
額

は
1
,
3
5
4
,
7
8
3
千

円
で

あ
る

。
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Ⅲ
．

セ
グ

メ
ン

ト
情

報
の

開
示

 

成
田

市
下

水
道

事
業

は
、

事
業

全
体

を
も

っ
て

単
一

セ
グ
メ

ン
ト

と
し

て
い

る
。

 

 

Ⅳ
．

リ
ー

ス
契

約
に

よ
り

使
用

す
る

固
定

資
産

 

所
有

権
移

転
外

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ

ー
ス

取
引

に
係

る
未

経
過

リ
ー

ス
料
相

当
額
 

１
年

内
 

 
 

3
7
7
千

円
 

１
年

超
 

 
 

3
0
5
千

円
 

計
 
 
 

 
 

6
82

千
円
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（
単
位
 
千
円
）

１
　
　
　
営
業
収
益

　
（
１
）
　
下
水
道
使
用
料

9
7
9
,
8
4
1

　
（
２
）
　
負
担
金

1
4
9
,
9
2
7

　
（
３
）
　
そ
の
他
営
業
収
益

2
8
0

1
,
1
3
0
,
0
4
8

２
　
　
　
営
業
費
用

　
（
１
）
　
管
渠
費

7
0
,
9
7
5

　
（
２
）
　
ポ
ン
プ
場
費

1
6
8
,
2
7
3

　
（
３
）
　
総
係
費

1
7
7
,
9
9
0

　
（
４
）
　
流
域
下
水
道
事
業
維
持

6
6
5
,
9
2
4

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
管
理
費

　
（
５
）
　
減
価
償
却
費

2
,
3
3
3
,
5
6
7

　
（
６
）
　
資
産
減
耗
費

6
,
5
5
7

3
,
4
2
3
,
2
8
6

　
　
　
営
業
損
失

2
,
2
9
3
,
2
3
8

３
　
　
　
営
業
外
収
益

　
（
１
）
　
他
会
計
負
担
金

3
6
5
,
1
0
1

　
（
２
）
　
長
期
前
受
金
戻
入

1
,
9
7
2
,
5
1
9

　
（
３
）
　
雑
収
益

2
,
4
6
0

2
,
3
4
0
,
0
8
0

４
　
　
　
営
業
外
費
用

　
（
１
）
　
支
払
利
息
及
び
企
業
債

6
7
,
6
3
7

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
取
扱
諸
費

　
（
２
）
　
雑
支
出

1
0
,
2
0
3

7
7
,
8
4
0

2
,
2
6
2
,
2
4
0

　
　
　
経
常
損
失

3
0
,
9
9
8

５
　
　
　
特
別
利
益

　
（
１
）
　
過
年
度
損
益
修
正
益

3
3
,
8
6
2

3
3
,
8
6
2

3
3
,
8
6
2

　
　
　
当
年
度
純
利
益

2
,
8
6
4

　
　
　
前
年
度
繰
越
利
益
剰
余
金

0

　
　
　
そ
の
他
未
処
分
利
益
剰
余
金
変
動
額

5
,
9
7
2

　
　
　
当
年
度
未
処
分
利
益
剰
余
金

8
,
8
3
6

令
和
４
年
度
 
成
田
市
下
水
道
事
業
予
定
損
益
計
算
書

（
令
和
４
年
４
月
１
日
か
ら
令
和
５
年
３
月
３
１
日
ま
で
）
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（
単
位
　
千
円
）

１
 
固
定
資
産

（
１
）
有
形
固
定
資
産

 
イ
 
 
土
地

1
,
7
2
6
,
2
6
4

 
ロ
 
 
建
物

4
1
5
,
8
1
5

 
　
　
減
価
償
却
累
計
額
　
 
 

△
6
1
,
1
3
0

3
5
4
,
6
8
5

 
ハ
 
 
構
築
物

5
9
,
6
8
7
,
1
7
4

 
　
　
減
価
償
却
累
計
額
　
 
 　

△
8
,
1
8
5
,
6
6
5

5
1
,
5
0
1
,
5
0
9

 
ニ
 
 
機
械
及
び
装
置

1
,
4
2
8
,
5
6
0

 
　
　
減
価
償
却
累
計
額
　
 
 　

△
3
9
9
,
1
7
5

1
,
0
2
9
,
3
8
5

 
ホ
 
 
工
具
、
器
具
及
び
備
品

6
6
2

 
　
　
減
価
償
却
累
計
額
　
 
 　

△
1
4
9

5
1
3

 
ヘ
 
 
建
設
仮
勘
定

2
8
4
,
2
9
6

有
形
固
定
資
産
合
計

5
4
,
8
9
6
,
6
5
2

（
２
）
無
形
固
定
資
産

 
イ
 
 
施
設
利
用
権

1
,
6
7
9
,
4
1
7

無
形
固
定
資
産
合
計

1
,
6
7
9
,
4
1
7

（
３
）
投
資
そ
の
他
の
資
産

 
イ
 
 
そ
の
他
投
資

7
,
0
0
0

投
資
そ
の
他
の
資
産
合
計

7
,
0
0
0

固
定
資
産
合
計

5
6
,
5
8
3
,
0
6
9

２
 
流
動
資
産

（
１
）
現
金
預
金

2
4
1
,
4
6
9

（
２
）
未
収
金

1
5
7
,
5
7
1

貸
倒
引
当
金

△
4
,
0
0
0

1
5
3
,
5
7
1

流
動
資
産
合
計

3
9
5
,
0
4
0

資
産
合
計

5
6
,
9
7
8
,
1
0
9

令
和
４
年
度
 
 
成
田
市
下
水
道
事
業
予
定
貸
借
対
照
表

 
(
令
和
５
年
３
月
３
１
日
)

資
 
 
産
 
 
の
 
 
部
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（
単
位
　
千

円
）

３
 
固
定
負
債

（
１
）
企
業
債

 
イ
 
 
建
設
改
良
費
等
の
財
源
に

4
,
5
5
8
,
1
1
8

 
 
 
 
 
充
て
る
た
め
の
企
業
債

 
ロ
 
 
そ
の
他
の
企
業
債

4
1
,
6
2
2

企
業
債
合
計

4
,
5
9
9
,
7
4
0

固
定
負
債
合
計

4
,
5
9
9
,
7
4
0

４
 
流
動
負
債

（
１
）
企
業
債

 
イ
 
 
建
設
改
良
費
等
の
財
源
に

3
7
4
,
4
7
3

 
 
 
　
充
て
る
た
め
の
企
業
債

 
ロ
 
 
そ
の
他
の
企
業
債

5
,
9
3
8

企
業
債
合
計

3
8
0
,
4
1
1

（
２
）
未
払
金

1
7
2
,
4
8
5

（
３
）
引
当
金

 
イ
 
 
賞
与
引
当
金

5
,
7
0
7

引
当
金
合
計

5
,
7
0
7

（
４
）
そ
の
他
流
動
負
債

4
1
0

流
動
負
債
合
計

5
5
9
,
0
1
3

５
 
繰
延
収
益

長
期
前
受
金

5
3
,
1
9
8
,
2
1
8

長
期
前
受
金
収
益
化
累
計
額

△
7
,
7
2
4
,
9
1
4

繰
延
収
益
合
計

4
5
,
4
7
3
,
3
0
4

負
債
合
計

5
0
,
6
3
2
,
0
5
7

６
 
資
本
金

4
,
7
9
5
,
4
9
9

７
 
剰
余
金

（
１
）
資
本
剰
余
金

 
イ
 
 
国
庫
補
助
金

1
9
1
,
8
8
9

 
ロ
 
 
県
補
助
金

3
,
9
7
0

 
ハ
 
 
受
益
者
負
担
金

5
3
,
2
5
8

 
ニ
 
 
受
贈
財
産
評
価
額

1
6
9
,
1
7
6

 
ホ
 
 
そ
の
他
資
本
剰
余
金

1
,
1
2
3
,
4
2
4

資
本
剰
余
金
合
計

1
,
5
4
1
,
7
1
7

（
２
）
利
益
剰
余
金

 
イ
 
 
当
年
度
未
処
分
利
益
剰
余
金

8
,
8
3
6

利
益
剰
余
金
合
計

8
,
8
3
6

剰
余
金
合
計

1
,
5
5
0
,
5
5
3

資
本
合
計

6
,
3
4
6
,
0
5
2

負
債
・
資
本
合
計

5
6
,
9
7
8
,
1
0
9

負
 
 
債
 
 
の
 
 
部

資
 
 
本
 
 
の
 
 
部
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注
記

 

Ⅰ
．

重
要

な
会

計
方

針
 

1
 

固
定

資
産

の
減

価
償

却
の

方
法

 

（
1
）

有
形

固
定

資
産

（
リ

ー
ス

資
産

を
除

く
。
）

 

・
減

価
償

却
の

方
法

 
 

 
 
定

額
法

に
よ

る
。

 

・
主

な
耐

用
年

数
 

建
物

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
8
 
～

 
50

年
 

構
築

物
 

 
 

 
 

 
 

 
1
0
 
～

 
50

年
 

機
械

及
び

装
置

 
 

 
 

 
 
6
 
～

 
30

年
 

車
両

運
搬

具
 

 
 

 
 

 
 
4
 
～

 
 5

年
 

工
具

、
器

具
及

び
備

品
 

 
 
5
 
～

 
 
8
年
 

（
2
）

無
形

固
定

資
産

（
リ

ー
ス

資
産

を
除

く
。
）

 

・
減

価
償

却
の

方
法

 
 

 
 
定

額
法

に
よ

る
。

 

・
主

な
耐

用
年

数
 

施
設

利
用

権
 

 
 

 
 

 
 

 
 

4
5
年

 

（
3
）

リ
ー

ス
資

産
 

・
所

有
権

移
転

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ

ー
ス

取
引

に
係

る
リ

ー
ス

資
産

 

自
己

所
有

の
固

定
資

産
に

適
用

す
る

減
価

償
却

方
法

と
同

一
の

方
法

に
よ
る

。
 

・
所

有
権

移
転

外
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・

リ
ー

ス
取

引
に

係
る

リ
ー

ス
資

産
 

通
常

の
賃

貸
借

取
引

に
係

る
方

法
に

準
じ

た
会

計
処

理
に

よ
る

。
 

2
 

引
当

金
の

計
上

方
法

 

（
1
）

退
職

給
付

引
当

金
 

本
市

は
、
退

職
手

当
組

合
に

加
入

し
て

お
り

、
一
般

会
計

と
の

取
り

決
め
に

よ
り

、
追

加

的
負

担
は

全
額

一
般

会
計

に
お

い
て

措
置

す
る

こ
と

と
な

っ
て

い
る

た
め

、
退

職
給

付
引

当
金

は
計

上
し

て
い

な
い

。
 

（
2
）

賞
与

引
当

金
 

職
員

の
期

末
・

勤
勉

手
当

の
支

給
及

び
こ

れ
に

係
る

法
定

福
利

費
の

支
出

に
備

え
る

た

め
、
当

年
度

末
に

お
け

る
支

給
（

支
払

）
見

込
額

に
基
づ
き

、
当

年
度

の
負

担
に

属
す
る

額

を
計

上
し

て
い

る
。

 

（
3
）

貸
倒

引
当

金
 

債
権

の
不

納
欠

損
に

よ
る

損
失

に
備

え
る

た
め

、
実

績
率

等
に

よ
る

回
収

不
能

見
込

額

を
計

上
し

て
い

る
。

 

3
 

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

の
会

計
処

理
 

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

の
会

計
処

理
は

税
抜

方
式

に
よ
っ

て
い

る
。

 

 Ⅱ
．

予
定

貸
借

対
照

表
関

連
 

企
業

債
の

償
還

に
係

る
他

会
計

の
負

担
 

予
定

貸
借

対
照

表
に

計
上

さ
れ

て
い

る
企

業
債

（
1
年
内

に
償

還
予

定
の
も

の
も

含
む

。）
 

の
う

ち
、

一
般

会
計

が
負

担
す

る
と

見
込

ま
れ

る
額

は
1
,
2
2
4
,
0
0
8
千

円
で

あ
る

。
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Ⅲ
．

セ
グ

メ
ン

ト
情

報
の

開
示

 

成
田

市
下

水
道

事
業

は
、

事
業

全
体

を
も

っ
て

単
一

セ
グ
メ
ン

ト
と
し
て

い
る

。
 

 

Ⅳ
．

リ
ー

ス
契

約
に

よ
り

使
用

す
る

固
定

資
産

 

所
有

権
移

転
外

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ

ー
ス

取
引

に
係

る
未

経
過

リ
ー

ス
料
相

当
額
 

１
年

内
 

 
2
,
7
6
5
千

円
 

１
年

超
 

 
 

6
8
2
千

円
 

計
 
 
 

 
3
,
447

千
円
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1 3,606,860 3,647,157 △ 40,297

1 営業収益 1,482,683 1,475,982 6,701

1 下水道使用料 1,300,621 1,324,399 △ 23,778 1 下水道使用料 1,300,621

2 負担金 181,482 151,243 30,239 1 一般会計負担金 179,936 雨水処理等負担金

2 その他負担金 1,546 管理費負担金

3 その他営業収益 580 340 240 1 手数料 580 指定工事店申請に関する手数料

2 営業外収益 2,124,177 2,171,175 △ 46,998

1 他会計負担金 188,610 179,452 9,158 1 一般会計負担金 188,610 汚水処理等負担金

2 長期前受金戻入 1,924,182 1,980,677 △ 56,495 1 長期前受金戻入 1,924,182

3 消費税及び地方 10,000 10,000 0 1 消費税及び地方 10,000

消費税還付金 消費税還付金

4 雑収益 1,385 1,046 339 1 下水道用地占用 1,296

料

2 その他雑収益 89 コピー代他

下水道事業収益

目 説　　　　　明

収　　入

１.収益的収入及び支出

（単位 千円）

予定額

前年度

予定額
比較増減 節款　　　項 金　　額

本年度
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1 下水道事業費用 3,562,377 3,618,846 △ 56,469

1 営業費用 3,491,171 3,543,095 △ 51,924

1 管渠費 78,018 76,167 1,851 1 給料 6,111 一般職員2名分

2 手当 4,120

3 法定福利費 3,934

4 賞与引当金繰入 1,054 期末・勤勉手当分 888

額 法定福利費分 166

9 備消品費 1,105 管渠関係備消品

16 委託料 52,229

18 賃借料 748 土地借上料

19 修繕費 8,461 管渠関係修繕

28 保険料 256 下水道賠償責任保険料

2 ポンプ場費 194,739 185,919 8,820 1 給料 3,868 一般職員1名分

2 手当 2,538

3 法定福利費 2,470

管渠清掃委託料他

前年度

支　　出

款　　　項 目 節
本年度

予定額
金　　額 説　　　　　明

（単位 千円）

予定額
比較増減
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前年度

支　　出

款　　　項 目 節
本年度

予定額
金　　額 説　　　　　明

（単位 千円）

予定額
比較増減

4 賞与引当金繰入 671 期末・勤勉手当分 565

額 法定福利費分 106

9 備消品費 255 ポンプ場関係備消品

11 燃料費 200 自家用発電機燃料

12 光熱水費 38,279 電気・水道料金

14 通信運搬費 2,263 電話料他

16 委託料 104,027 ポンプ場運転管理委託料他

19 修繕費 39,000 ポンプ場関係修繕

27 負担金 1,111 富里市管理施設維持管理費負担金

28 保険料 57 建物総合災害保険料

3 総係費 184,856 181,294 3,562 1 給料 20,175 一般職員5名分

2 手当 14,568

3 法定福利費 13,339

4 賞与引当金繰入 3,642 期末・勤勉手当分 3,053

額 法定福利費分 589
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前年度

支　　出

款　　　項 目 節
本年度

予定額
金　　額 説　　　　　明

（単位 千円）

予定額
比較増減

7 旅費 187

8 報償費 352 受益者負担金一括納付報奨金

9 備消品費 273 図書、事務用品他

10 被服費 11

11 燃料費 255 公用車燃料他

13 印刷製本費 297 予算書及び決算書印刷他

14 通信運搬費 23 郵送料他

16 委託料 100,895 下水道使用料等徴収事務委託他

17 手数料 2,457 下水道使用料等取扱手数料他

18 賃借料 3,776 ネットワークシステム使用料他

19 修繕費 10 公用車点検・整備

27 負担金 20,554 県営水道給水区域下水道使用料徴収

事務負担金他

28 保険料 42 自動車保険料他
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前年度

支　　出

款　　　項 目 節
本年度

予定額
金　　額 説　　　　　明

（単位 千円）

予定額
比較増減

30 貸倒引当金繰入 4,000

額

4 流域下水道事業 739,063 760,025 △ 20,962 1 流域下水道事業 739,063 印旛沼流域下水道事業維持管理費

維持管理費 維持管理費負担金 負担金

5 減価償却費 2,292,960 2,327,728 △ 34,768 1 有形固定資産減 2,185,757 建物 18,310

価償却費 構築物 2,087,158

機械及び装置 80,214

工具器具及び備品 75

2 無形固定資産減 107,203 施設利用権

価償却費

6 資産減耗費 1,535 11,962 △ 10,427 1 固定資産除却費 1,535 構築物他

2 営業外費用 67,206 71,751 △ 4,545

1 支払利息及び企 66,706 71,251 △ 4,545 1 企業債利息 66,097

業債取扱諸費 2 借入金利息 609

2 雑支出 500 500 0 1 還付金 500 下水道使用料等過誤納還付金

3 予備費 4,000 4,000 0

1 予備費 4,000 4,000 0 1 予備費 4,000
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1 1,132,546 1,054,361 78,185

1 企業債 912,500 737,000 175,500

1 企業債 912,500 737,000 175,500 1 企業債 912,500

2 出資金 80,000 85,960 △ 5,960

1 出資金 80,000 85,960 △ 5,960 1 一般会計出資金 80,000

3 補助金 137,994 228,923 △ 90,929

1 国庫補助金 137,994 228,923 △ 90,929 1 社会資本整備総 137,994 改築更新下水道事業他

合交付金

4 工事負担金 2,052 2,478 △ 426

1 受益者負担金 2,052 1,342 710 1 受益者負担金 2,052

工事負担金 0 1,136 △ 1,136 工事負担金 0

２.資本的収入及び支出

（単位 千円）

説　　　　　明金　　額

収　　入

資本的収入

目 節款　　　項
本年度

予定額

前年度

予定額
比較増減
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1 1,552,342 1,446,685

1 建設改良費 1,170,930 1,057,945

1 管渠費 814,203 713,123 16 委託料 194,495

27 負担金 6,124

32 工事請負費 613,584

2 ポンプ場費 208,487 265,870 16 委託料 139,468

24 補償費 300 物件移転補償費

27 負担金 15,631 調整池築造実施設計負担金

32 工事請負費 53,088

3 流域下水道事業 44,889 50,851 1 流域下水道事業 44,889 印旛沼流域下水道事業建設費負担金

建設費負担金 建設費負担金

4 事務費 28,371 28,101 1 給料 11,752 一般職員3名分

2 手当 6,948

3 法定福利費 7,405

4 賞与引当金繰入 2,266 期末・勤勉手当分 1,738

額 法定福利費分 528

270

管路施設実施設計委託他

中継ポンプ場設備更新工事他

△ 5,962

112,985

101,080

ガス管等移設工事負担金

管路施設改築工事他

ポンプ場施設改築工事委託他

　

（単位 千円）

説　　　　　明金　　額
予定額

支　　出

節

△ 57,383

資本的支出

前年度

予定額
比較増減目款　　　項

本年度

105,657
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（単位 千円）

説　　　　　明金　　額
予定額

支　　出

節
前年度

予定額
比較増減目款　　　項

本年度

5 固定資産購入費 74,980 － 74,980 1 有形固定資産 74,980 用地購入費

購入費

2 企業債償還金 380,412 387,740

1 企業債償還金 380,412 387,740 1 企業債償還金 380,412 企業債償還元金

3 予備費 1,000 1,000

1 予備費 1,000 1,000 1 予備費 1,000

△ 7,328

△ 7,328

0

0
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